
平成２５年６月亀山市議会定例会に提出する 

議案概要説明書 

 

１ 条例関係（４件） 

（１）一人ひとりの人権が尊重される亀山市をつくる条例

の制定について 

市は、平成１８年３月に人権尊重都市宣言を行い、また、

亀山市まちづくり基本条例において、市民の権利を明らか

にするとともに、市民の責務として「市民は、自らがまち

づくりの主体であることを自覚するとともに、相互に尊重

し、協力しあって、積極的にまちづくりを推進するよう努

めなければならない。」と定めました。 

一方、平成２３年度に実施した市民意識調査によって、

市における人権尊重に関するより積極的な取組の必要性

が確認されたところです。 

これらのことから、亀山市における人権尊重に関する市

及び市民それぞれの責務を明確にし、施策の基本となる事

項を定めることにより、人権に関する取組を総合的に推進

するため、本条例を制定するものです。 

制定内容は、次のとおりです。 

（ア）目的及び定義＜第１条・第２条関係＞ 
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  条例の目的と、条例における用語の意義について定め

ます。 

（イ）市及び市民の責務＜第３条・第４条関係＞ 

市は人権施策を積極的に推進するものとし、市民は相

互に人権を尊重するものとするなど、それぞれの責務に

ついて定めます。 

（ウ）基本方針＜第５条関係＞  

市長は、人権施策を総合的に推進するため、人権が尊

重される社会の実現に関する基本的な事項などについ

て、基本方針を定めるものとします。 

（エ）教育及び啓発活動の充実＜第６条関係＞  

市は、市民の人権意識の高揚を図るため、人権に関す

る問題を調査し、人権尊重に関する教育及び啓発活動の

充実に努めるものとします。 

（オ）亀山市人権施策審議会＜第７条関係＞  

人権施策の円滑かつ効果的な推進を図るため、亀山市

人権施策審議会を置くこととします。 

なお、施行日は、公布の日とし、附則において亀山市委

員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を

改正し、亀山市人権施策審議会委員の報酬等を規定します。 
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（２）亀山市子ども・子育て会議条例の制定について 

児童福祉法その他の子どもに関する法律による施策と

相まって、子ども・子育て支援給付その他の子ども及び子

どもを養育している者に必要な支援を行い、もって一人一

人の子どもが健やかに成長することができる社会の実現

に寄与することを目的として、「子ども・子育て支援法」

（平成２４年法律第６５号。以下「法」といいます。）が

制定されました。 

市が、「子ども・子育て支援事業計画」に子育て当事者

等の意見を反映させるとともに、子ども・子育て支援施策

に関し必要な事項を調査審議する機関を設置するため、本

条例を制定するものです。 

制定内容は、次のとおりです。 

（ア）設置及び所掌事務＜第１条・第２条関係＞ 

法第７７条第１項の規定に基づき、亀山市子ども・子

育て会議を置くこととし、同会議は同項各号に掲げる事

務を処理するとともに、市長の諮問に応じ、市が実施す

る子ども・子育て支援に関する施策について調査審議す

ることとします。 

（イ）組織＜第３条関係＞ 

亀山市子ども・子育て会議は、委員１５人以内で組織
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し、委員は市長が委嘱し、又は任命します。 

（ウ）その他亀山市子ども・子育て会議の組織及び運営に

関し必要な事項を定めます。 

なお、施行日は、公布の日とし、附則において亀山市委

員会の委員等の報酬及び費用弁償に関する条例の一部を

改正し、亀山市子ども・子育て会議委員の報酬等を規定し

ます。 

 

（３）亀山市税条例の一部改正について 

「地方税法の一部を改正する法律」（平成２５年法律第

３号）の公布に伴い、所要の改正を行うものです。 

改正内容は、次のとおりです。 

（ア）平成２５年から復興特別所得税２．１％が課税され

ることに伴い、ふるさと納税（地方公共団体への寄附金）

を行った場合、寄附金控除の適用を所得税で受けたとき

には、その復興特別所得税に係る額も控除されることに

なりました。 

このことを踏まえ、ふるさと納税をしたときの個人住

民税の控除額について減額調整を行います。 

（イ）独立行政法人森林総合研究所が行う特定中山間保全

整備事業及び農用地総合整備事業に係る固定資産税及
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び特別土地保有税の納税義務者の規定について、平成

２４年度をもって同研究所の事業が終了したことに伴

い、条文から当該事業の規定を削除します。 

 （ウ）国税において延滞税等の見直しが行われたことに

合わせて、当分の間の措置として、市税の延滞金等の

利率を国税の延滞税等に合わせて引き下げます。 

   なお、この措置は、平成２６年１月１日以後の期間に

対応する延滞金等について適用します。 

 （エ）消費税率引上げに伴う特例措置として、所得税の住

宅借入金等特別税額控除（住宅ローン控除）の適用期限

が平成２９年１２月３１日まで４年延長される等、制度

が拡充されたことに伴い、個人住民税においても、控除

限度額の引上げ等を行うための関係条文の整備を行い

ます。 

 （オ）市町村が課税標準の特例措置の内容を条例で定める

ことができる地域決定型地方税制特例措置＜通称：わが

まち特例＞が、都市再生特別措置法に規定する管理協定

の対象となった備蓄倉庫に対して導入されたことに伴

い、この施設に係る固定資産税の課税標準の軽減率を３

分の２と定めます。 
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 （カ）東日本大震災に係る被災居住用財産の敷地に係る譲

渡期限を延長する長期譲渡所得の課税の特例規定につ

いて、当該敷地の相続人についてもこの特例措置の適用

を受けることができるように改正されたこと等の改正

に伴い、条文の整備を行います。 

 （キ）地方税法における条項ずれ等に伴う引用条項の整理

を行います。 

なお、施行日は、（イ）及び（オ）は公布の日とします

が、（オ）については、平成２５年４月１日以後に締結さ

れる管理協定に係る施設に対して課すべき平成２６年度

以後の年度分の固定資産税について適用します。 

また、（ア）、（ウ）、（カ）及び（キ）は平成２６年１月

１日とし、（エ）は平成２７年１月１日とします。 

 

（４）亀山市都市計画税条例の一部改正について 

「地方税法の一部を改正する法律」（平成２５年法律第

３号）の公布に伴い、所要の改正を行うものです。 

改正内容は、固定資産税と同様に、都市再生特別措置法

に規定する管理協定の対象となった備蓄倉庫について地

域決定型地方税制特例措置＜通称：わがまち特例＞が導入

されたことに伴い、この施設に係る都市計画税の課税標準
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の軽減率を３分の２と定めます。 

なお、施行日は、公布の日とし、平成２５年４月１日以

後に締結された管理協定に係る施設に対して課すべき平

成２６年度以後の年度分の都市計画税について適用しま

す。 
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２ 補正予算関係（１件） 

（１）平成２５年度亀山市一般会計補正予算（第１号）に

ついて 

 

一般会計の補正予算について、地方自治法第９６条第１

項第２号の規定により議会の議決を求めるものです。 

補正予算の概要は、別紙資料のとおりです。 
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３ その他（１件） 

（１）財産の取得について 

亀山市消防団第９分団に配備している消防ポンプ自動

車を更新し、消防力の充実・強化を図るため、消防ポンプ

自動車ＣＤ
シ ー

－
ディー

Ⅰ
ワン

型の取得について、平成２５年５月７日

付けで仮契約したので、地方自治法第９６条第１項第８号

及び亀山市議会の議決に付すべき契約及び財産の取得又

は処分に関する条例第３条の規定により議会の議決を求

めるものです。 

取得の方法  指名競争入札 

取得価格   ２８，５１９，０９２円 

契約の相手方 四日市市朝日町１番４号 

サン・インターナショナル株式会社 

代表取締役 山手幹郎 
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４ 報告関係（１１件） 

（１）平成２４年度亀山市一般会計継続費繰越計算書につ

いて 

平成２４年度亀山市一般会計継続費の繰越額が確定しま

したので、地方自治法施行令第１４５条第１項の規定により

報告するものです。 

 

（２）平成２４年度亀山市一般会計繰越明許費繰越計算書

について 

平成２４年度亀山市一般会計繰越明許費の繰越額が確

定しましたので、地方自治法施行令第１４６条第２項の規

定により報告するものです。 

 

（３）平成２４年度亀山市一般会計事故繰越し繰越計算書

について 

平成２４年度亀山市一般会計事故繰越しの繰越額が確

定しましたので、地方自治法施行令第１５０条第３項の規

定により報告するものです。 

 

（４）平成２４年度亀山市農業集落排水事業特別会計繰越

明許費繰越計算書について 
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（５）平成２４年度亀山市公共下水道事業特別会計繰越明

許費繰越計算書について 

平成２４年度両特別会計の繰越明許費について繰越額

が確定しましたので、地方自治法施行令第１４６条第２項

の規定により報告するものです。 

 

（６）平成２４年度亀山市水道事業会計予算繰越計算書に

ついて 

平成２４年度水道事業会計予算の繰越額について、地方

公営企業法第２６条第３項の規定により報告するもので

す。 

 

（７）専決処分した事件の承認について 

「地方税法の一部を改正する法律」（平成２５年法律第

３号）の公布に伴い、平成２５年４月１日から施行が必要

であった規定について、関連する亀山市都市計画税条例の

改正を、平成２５年３月３１日、地方自治法第１７９条第

１項の規定により専決処分したので、同条第３項の規定に

より報告し、承認を求めるものです。 

改正内容は、地方税法において、都市計画税の課税標準

の特例措置について、廃止等の措置が講じられたことに伴
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い、本条例において関連する条項の整理を行いました。 

 

（８）専決処分した事件の承認について 

「地方税法の一部を改正する法律」（平成２５年法律第

３号）の公布に伴い、平成２５年４月１日から施行が必要

であった規定について、関連する亀山市国民健康保険税条

例の改正を、平成２５年３月３１日、地方自治法第１７９

条第１項の規定により専決処分したので、同条第３項の規

定により報告し、承認を求めるものです。 

改正内容は、次のとおりです。 

（ア）国民健康保険から後期高齢者医療に移行した者と同

一の世帯に属する国民健康保険の被保険者の属する世

帯の国民健康保険税について、移行後５年目までの間の

世帯別平等割額の２分の１を軽減する措置に加え、移行

後６年目から８年目までの間においても世帯別平等割

額の４分の１を軽減する措置を講ずることとしました。 

（イ）国民健康保険税の軽減措置に係る基準額等の算定に

おいて、国民健康保険から後期高齢者医療に移行後５年

目までの間に限り当該移行した者を含めて算定するこ

ととしている措置を恒久化することとしました。 
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（９）専決処分の報告について 

市内布気町地内において発生した庁用車両による物損

事故に伴う損害賠償の額を定めることについて、平成２５

年３月２９日に地方自治法第１８０条第１項の規定によ

り専決処分したので、同条第２項の規定により報告するも

のです。 

 

（１０）専決処分の報告について 

市内野村四丁目地内において発生した庁用車両による

物損事故に伴う損害賠償の額を定めることについて、平成

２５年３月２９日に地方自治法第１８０条第１項の規定

により専決処分したので、同条第２項の規定により報告す

るものです。 

 

（１１）専決処分の報告について 

市内関町金場地内において発生した庁用車両による物

損事故に伴う損害賠償の額を定めることについて、平成

２５年５月１３日に地方自治法第１８０条第１項の規定

により専決処分したので、同条第２項の規定により報告す

るものです。 
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５ 提出予定議案 

（１）条例関係（３件） 

（ア）亀山市長及び副市長の給与の臨時特例に関する条例

の制定について 

 （イ）亀山市教育委員会教育長の給与の臨時特例に関する

条例の制定について 

 （ウ）亀山市一般職の職員の給与の臨時特例に関する条例

の制定について 

 

（２）契約関係（１件） 

工事請負契約の締結について 
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　◆歳入歳出予算 （単位：千円）

◆主な補正内容
○一般会計（第１号）
　歳　入 （千円）

国庫支出金 社会資本整備総合交付金　　　　　 ２，０９５
生活保護適正実施支援事業費補助金 ３，１５０

県支出金 介護基盤緊急整備事業費補助金 １，２８７
危険住宅対策事業費補助金 １９５

繰越金 前年度繰越金 ２，４１９
諸収入 コミュニティ助成事業助成金 １５，０００

国民宿舎事業会計清算金 ７６，０００
自動車損害共済災害保険料 ２，１００

　歳　出
　総務費 コミュニティ助成事業補助金 １５，０００

集会施設建築等助成金 △５，２５０
　民生費 生活保護システム修正委託料 ２，７５０

介護基盤緊急整備事業 １，２８７
　商工費 国民宿舎関ロッジ管理費 ６２，５００
　土木費 市道関駅前線用地購入費 ６，２２５

橋梁長寿命化修繕計画策定事業 ３，１００
がけ地近接危険住宅移転事業費補助金 ７８０

　消防費 車両管理費（高規格救急車修繕） ２，１００
　諸支出金 財政調整基金積立金（関ロッジ清算金） １３，５００

○債務負担行為（追加）

H26-H30
H26-H30
H26-H30

331,200
441,200
404,700

事　　　項

石水渓キャンプ場施設指定管理料
都市公園施設等指定管理料
文化会館指定管理料
運動施設等指定管理料

54,600

限　度　額

H26-H30

平成２５年６月亀山市議会定例会議会運営委員会資料

会 計 補 正 前 補 正 額 補 正 後

一 般 会 計 （第１号） 20,945,100 102,246 21,047,346

期　　　　間

一般会計

会計
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